
項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務担当参事　　磯　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

有

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

0.00 人

庁舎維持管理事業

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

上下水道局庁舎において、利用者の安全確保と行
政サービスの提供に支障が出ないよう管理すること
を目的とする。主な事業内容として、庁舎警備業務・
庁舎電気機械冷暖房空調設備等保守運転管理業
務・庁舎清掃業務を総合管理として業務委託を行
い、庁舎の維持管理を行っている。

1.37 人

66,699千円

9,334千円

非常勤
特別職

0.00 人

11,748千円 臨時職員

庁舎におけるエネルギー使用量において、水道
事業と下水道事業との組織統合のあった平成25
年度実績を基準とし、これを超えないよう維持・
削減を目標とする。
（平成25年実績139ｋL）

H30決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

空調の温度設定について、冷房
28℃以上、暖房を20℃以下での運
転を徹底したことや、昼休みの消
灯に努めるなどの管理を行った結
果、目標を達成することができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

① 12,803千円

② 49,065千円

③   4,831千円

A 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,625千円 64,296千円

139kL

エネルギー使用量（原油換算）の増加抑制

73,181千円

139kL 136ｋL

①光熱費
　（庁舎の電気・ガス料金）
②委託料（庁舎に係る委託料）
③修繕費
　（庁舎に係る修繕費等）

139kL

H30実績H30年度目標

136ｋL

H30目標値が未達成の理由・分析

R元年度目標

H30年度に改善した点

今後も利用者の安全確保や上下水道事
業に関するサービスを提供するため、基
幹設備の更新が必要となるが、できる限り
節電効果が得られる設備を導入すること
や、事業費の平準化を進めていく。

庁舎の庇部分の照明をLED電球に変更し
たほか、暗かった場所にスポット照明を１
箇所設置し、利用者の利便性、安全性の
向上に努めた。

H30年度に改善した点

目標達成済

無

有

事業の種別

企
業

H29予算現額 H29決算額

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

所沢市上下水道局庁舎管理規程

H30予算現額根拠法令

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

―

文書管理事務

期間

S58～

H8年度～

文書
行政
課

環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

ファイリング巡回点検における指摘
件数が減少し、目標件数を下回る
ことができた。
また、保存文書の引継ぎ及び廃棄
において、誤りなく適正に実施する
ことができた。

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

1200.00 人臨時職員6,453千円

文書を体系的に整理し、必要な文書のみを効率的に保管
するとともに、文書の私物化を防ぎ、担当者の不在時にお
いても必要な文書を短時間で取り出せるよう、ファイリング
システムの維持・向上を図る。同システムの維持・向上に
当たりファイリング推進委員による巡回点検等を活用す
る。
また、各所属から引き継いだ過年度文書について、保存
年限に基づいた保存及び廃棄を行い、文書の適正管理を
図る。

0.77 人

H30年度目標

R元年度目標0.00 人
非常勤
特別職

99125
H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H29年度目標 H29実績

①ファイリング推進委員会を２回（7月・11月）
開催した。
②ファイリング巡回点検及びファイリングサー
バ点検を１回（10月）実施した。
③平成28年度文書1,441箱を新たに引き継い
で保存し、廃棄協議を経た保存年限切れの文
書1,502箱（21,040kg）を4月に廃棄した。また、
年度を通じて機密文書を16,680kg廃棄した。

0.00 人臨時職員3,139千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

1321450.00 人
非常勤
特別職

0.37 人

ファイリングシステムについては、安定的
に運用されているものの、職員一人一人
の文書管理におけるルールや必要性に対
する認識には差がみられることから、引き
続き職員研修や庁内新聞等を活用し、適
切な文書管理の運用について理解を深め
るとともに、意識の向上を図る。

H30実績

所沢市文書管理規則、所沢市文書管理規程

H30決算額（見込み）H30予算現額根拠法令

H30目標値が未達成の理由・分析H29実績H29年度目標
H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

新たに新規採用職員に対しファイリング事
務研修を行い、適正な文書管理の推進を
図った。

各所属においてファイリングシステムの正しい運
用方法が浸透し実行されているか、また、各職員
が基本的なファイリングのルールを意識して順守
しているかを判断する指標として、的確なもので
ある。

H29決算額H29予算現額 指標名

一
般

ファイリング巡回点検における指摘事項の件数①ファイリング推進委員会
②ファイリング巡回点検及びファ
イリングサーバ点検
③文書の引継ぎ及び廃棄

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

A

目標設定の考え方・根拠

5,521千円6,547千円

6,249千円6,778千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

第６次所沢市総合計
画策定事業

根拠法令 H30予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ａ

「絆」ミーティングや審議会をはじ
め、市民説明会、パブリックコメント
手続など、市民の意見を反映し作
成した総合計画を平成３０年第３回
定例会に原案を提出することがで
きたため。

H30年度に改善した点

①パブリックコメント手続の実施

②審議会の実施回数

③第３回定例会に原案提出

第６次所沢市総合計画基本構想・前期基本計画
の策定

各年度より目標が異なるため、指標項目は定性
的なものとなる。
各年度において進捗を目標として設定し、平成３
０年第３回定例会において総合計画基本構想・
前期基本計画の原案を提出する

第５次所沢市総合計画では芸術系の学校
に依頼していたが、官学連携をより進める
ため、第６次所沢市総合計画は秋草短期
大学に依頼した。

H29年度目標 H29実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,888千円 6,277千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 6,249千円 1,870千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

第5次所沢市総合計画後期基本計画の計画期間が
平成30年度をもって終了することから、令和元年度
から始まる第６次所沢市総合計画基本構想及び前
期基本計画を策定するものである。

1.21 人
非常勤
特別職

素案作成 素案作成

目標達成済原案提出 原案提出

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

10,267千円 臨時職員 0.60 人
①１回（11名、51件）

②１回（答申）

③一部修正の上、第４回定例会
で議決

H30年度目標 H30実績

より市民に親しまれる冊子を作成するた
め、写真やコラムなどを活用するととも
に、新元号にも対応したものとする。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.07 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H28年度～H31年度 8,967千円 臨時職員 0.60 人 冊子作成

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市庁舎管理事業

根拠法令 H30予算現額

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

H29決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

H30年度に改善した点

庁舎年間電力使用量の削減
平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

特になし

H29年度目標

H30決算額（見込み）

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 253,606千円 253,434千円

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

③

指標名

254,680千円 253,889千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

本事業は、効率的な施設運用を行い、来庁者や職
員が安全かつ快適に庁舎を利用できるようにすると
ともに、環境に配慮した施設管理に努めるものであ
る。

1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 5% 11%

目標達成済5% 10%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

16,546千円 臨時職員 0.50 人

①　９０，８６９千円

②　２，７１６，７９０ｋWｈ

③

H30年度目標 H30実績

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図
りながら、省エネ・省資源に向けた管理運
営に取り組んでいく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和６１年～ 16,341千円 臨時職員 0.50 人 5%

有害
な
もの

無

有

有益
な
もの

無

無

第８章　行財政運営  第１節　行政経営



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長 小林　宏行

無 無

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

市庁舎修繕事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施された。

H30年度に改善した点

修繕必要件数における達成件数
特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,747千円 24,747千円
①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕達成実績根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

－ 24,223千円 24,223千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不
具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生
設備等の設備性能を維持改善することにより、来庁
者や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・
充実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 44件 44件

10,012千円 臨時職員 0.10 人

①１５件

②１３件

③１６件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

44件 44件

期間 0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

昭和６３年～ 7,961千円 臨時職員 0.10 人 40件

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

所沢市民文化セン
ター改修事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

・ＰＦＩ手法での改修に当たり、事業者と
の契約締結から実施設計の完了、改
修工事への着手まで滞りなく進められ
た。また、実施設計を進める中で改修
内容の精査などにより、更なる洋式トイ
レブースの追加や案内表示の充実が
図られることとなった。
・大ホールに係る大臣認定の取得につ
いて、十分な見込みは立っているもの
であるが、前例が過去に１件しかない
難易度の高い内容であったことから、
安全性確保のための慎重な審議が重
ねられ、審査に時間を要したため、年
度末までの取得には至らなかった。

H30年度に改善した点

平成30年度は改修事業をＰＦＩ手法を用いて実施する
ため、事業者との契約締結や実施設計の完了、工事
への着手を目標とした。令和元年度は、リニューアル
オープンに向けて改修工事及び開館準備の完了、大
ホール天井改修の大臣認定取得を目標とする。

・実施設計を進める中で改修内容の精査
などにより、更なる洋式トイレブースの追
加や案内表示の充実を図った。

大ホールに係る大臣認定の取得について、技術
審査を行う日本建築センターの審査において、前
例が過去に１件しかない難易度の高い内容で
あったことから、安全性確保のための慎重な審議
が重ねられ、審査に時間を要したため、それに伴
い国（国土交通省）への申請も遅れ、認定取得見
込みが次年度となったものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,270千円 26,832千円

改修事業を推進するために平
成３０年度中に必要となる事務

改修事業を推進するために必要となる事務等根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市公共施設等総合管理計画、民間資金等の活用による公
共施設等の整備等の促進に関する法律、建築基準法

87,949千円 60,858千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

所沢市民文化センターは、開設から20年以上が経過し、
設備等の老朽化が課題となっており、「所沢市公共施設等
総合管理計画」に基づいて計画的に整備し、施設の安全
上適正な管理を図る必要がある。
  本事業については、民間活力やノウハウを活用すること
で、設計、改修、その後の維持管理を効率的・効果的に実
施するとともに、改修費等の平準化を図ることを目的とし
て、ＰＦＩ手法により実施するものである。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人
ＰＦＩ事業の内容確定及びＰ
ＦＩ事業者の選定

ＰＦＩ事業の内容確定及びＰＦＩ事
業者の選定、大臣認定資料作成

7,212千円 臨時職員 0.00 人

ＰＦＩ事業者との契約締結、及び
実施設計の完了及び改修工事
への着手

H30年度目標 H30実績 ・令和2年4月のリニューアルオープンに向
けて、事業者との調整及び改修工事のモ
ニタリングを行っていく。
・大ホール特定天井改修における大臣認
定取得について、改修工事完了までに取
得するため、委託業者及びＰＦＩ事業者と
の密な連携を図っていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

ＰＦＩ事業者との契約締結、事
業の進捗管理、大臣認定取得

ＰＦＩ事業者との契約締結、実施
設計の完了及び改修工事への
着手

改修工事及び開館準備の
完了、大臣認定取得

期間 1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成２８年度～ 12,570千円 臨時職員 0.00 人

選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別 H29予算現額

明るい選挙啓発事業

根拠法令 H30予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

A

4月の統一地方選挙において、選
挙違反がなく適正な選挙を実施で
きたため。

H30年度に改善した点

①啓発ポスター作品出品数
②18歳バースデーカード送付数
③選挙機材貸出件数
④ところざわ祭り啓発参加者数
⑤視察研修参加者数
⑥全体研修参加者数
⑦コミュニティビジョン掲載申請数

啓発活動を行った月数

啓発には、定期的かつ継続的な活動が必要と考
えられることから、月一回以上の活動実施を目指
すとともに、選挙時には法に基づき選挙違反を予
防するための啓発活動を必要とする。

以前から選挙時に発行していた選挙のお
知らせに市民が巻き込まれやすい選挙違
反の事例を掲載し、啓発を図った。

H29年度目標 H29実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,582千円 1,280千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

公職選挙法 1,626千円 1,192千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を持ち、
自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われるよう、市と所
沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発活動に取り組んで
いる。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコンクー
ルの開催、広報などによる寄附行為禁止等のルールの周知を行
い、選挙時啓発として、街頭における啓発物資の配布を行ってい
る。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になった市民
へのバースデイカードの送付を実施している。

1.45 人
非常勤
特別職

12 12

目標達成済12 12

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,303千円 臨時職員
①3,058点
②2573通
③11校
④43名
⑤28名
⑥39名
⑦11件

H30年度目標 H30実績
令和元年度に6つの選挙（埼玉県議会議員、所
沢市議会議員、参議院議員、埼玉県知事、所
沢市長、参議院議員補欠選挙）が予定されて
いることから、引き続き投票行動の促進、若年
層の投票率向上に向けた啓発を行なうととも
に、違反のないきれいな選挙の実現に向けた
啓発活動に取り組んでいく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.40 人
非常勤
特別職

R元年度目標

S31年度～ 11,732千円 臨時職員 12

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

H29正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

指標名

期間 1.90 人

成果指標の目標値を達成した。

101千円 ①修繕計画に基づく工事予定件
数

②修繕計画に基づく工事実施件
数

③

修繕計画に基づく工事実施件数
対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議
を行い目標を設定する。

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

H30年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 101千円

目標設定の考え方・根拠

A

対象施設の老朽度による工事の優先順
位や市の財政状況を勘案してH30年度目
標の工事予定件数を見直した。

公共建築物修繕計画
推進事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容 H30目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効活
用していく。

1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 26件 18件

目標達成済18件 18件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

15,697千円 臨時職員 0.00 人

①18件

②18件

③

H30年度目標 H30実績

今後策定される予定の所沢市公共施設長
寿命化計画との整合を図っていく。
併せて、保守委託期間を終えた既存の修
繕計画策定システム（FAMS）を別のシス
テムへと移行する。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R元年度目標

H18年度～ 15,922千円 臨時職員 0.00 人 18件

有 有

有 無

無 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間

H29決算額

公共施設マネジメント
推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

公共施設マネジメント推進室の設
置にあわせ、この取組みに関する
より一層の庁内啓発と、長寿命化
計画策定に向けた準備を進めるこ
とができた。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総
合管理計画

10千円

H30年度に改善した点

公共施設等総合管理計画の推進
公共施設等総合管理計画に基づく施設毎の行程
表を更新し、計画の進捗状況を管理していく。

前年度同様に講義形式の研修会を実施し
たほか、公共施設マネジメントゲームを作
成し、希望する職員向けの体験会を計７
回開催することで、庁内での啓発を強化し
た。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60千円 60千円 ①公共施設等の総合的かつ計
画的な管理
②庁内における情報共有とスキ
ルアップを目的とした研修の実
施回数
③公共施設マネジメント会議の
開催回数

指標名

10千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 行程表の更新 行程表の更新

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

計画の推進

長寿命化計画の素案策
定

1.01 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

目標達成済計画の推進

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,885千円 臨時職員 0.00 人

①計画の推進（庁内啓発等）
②９回実施
③２回開催

H30年度目標 H30実績

令和２年度までの策定が国より要請され
ている個別施設毎の長寿命化計画につい
て、市民及び庁内関係各所との合意形成
を図りながら、滞りなく手続きを進める。

H23年度～ 8,464千円 臨時職員 0.00 人

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

行政経営推進事業

根拠法令 H30予算現額

8,994千円

H29決算額

H30決算額（見込み）

所沢市行政経営推進委員会設置条例など 1,563千円 1,322千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

職員提案の提案採用数について
は、目標に達することができなかっ
たが、提案の主旨をふまえ、所管
課に実現可能なところから実施の
方向で検討していただくことができ
た。
行政経営推進委員会については、
2年間の委員会の集大成として提
言書を作成し、次期行政改革に向
け、参考とさせていただく予定であ
る。

H30年度に改善した点

実施、若しくは実施に前向きな検討結果が提出さ
れた提案数

説明ペーパー"A4"1枚運動については、6
回に渡り、各行革グループから出た好事
例を全庁に紹介した。その中には、各事
務改善委員が良いと思ったポイントもわか
りやすく載せ、"A4"1枚運動の普及に取り
組むことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

第6次行政改革大綱については、令和元
年度までの期間となっていることから、今
後も人材育成の推進や市民に分かりやす
い情報の提供など、取り組みの進捗状況
を確認していく。また、令和2年度からの次
期行政改革に向けた取り組みを検討して
いく。

効果が限定されるもの、実施に向けて環境整備
が必要になるもの等、実現が困難なものがあっ
たため。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,847千円 1,426千円

①職員提案提案数

②一人一改善改善数

③行政経営推進委員会開催数

職員提案の提案採用数

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進（一人
一改善、職員提案、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開催に
よる行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

1.06 人
非常勤
特別職

10 7

臨時職員

①33件

②729件

③4回

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

10 6

10

期間 0.95 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H16～ 7,961千円 臨時職員

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価
検証し、結果を予算･計画などへの反映していく。

0.23 人

H30正規職員
人件費

H25～

H29決算額 指標名

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事務事業評価については、改善し
た点がなかったとされる事業につ
いては、本当に改善の余地がない
のか、指標設定が適切であったか
等、改めてPDCAサイクルに基づき
検討する必要がある。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 620千円

H30年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らかの
改善を行えるようにしていきたい。

所沢市マネジメントシステムの啓発のた
め、庁内刊行物であるK.A.TimesでTMSに
ついて連載した。

すでに定着している事業は、改善の余地があま
りないこと、新規事業の評価が存在すること等が
原因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

全ての事業はPDCAサイクルに基づき実
施されるべきで、その周知に一層努めて
いきたい。

有 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 575千円 298千円
①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成
に向けた重点事業項目数

事務事業評価において、全事業の中で当該年
度中に「改善した点」があった事業の割合

根拠法令

522千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

90.0% 86.0%

1,952千円 臨時職員

①646事業

②9人

③70項目

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

90.0% 87.7%

90.0%

期間 0.85 人
非常勤
特別職

R元年度目標

7,123千円 臨時職員

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

A

先進市の視察・研修会の参加等に
より、今後の事業展開に大いに役
立った。

例
・フランス航空教育団来日１００周
年記念イベント事業（商業観光課）

H30年度に改善した点

①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

新たな事業等の実現及び課題解決に繋がった
件数

先進市視察や講演会開催等を通して事業が実現
した件数や課題解決に繋がった件数を指標とす
る。
毎年10件を目標とする。

適切に事業費管理を行うことにより、当該
事業が必要な所属に活用してもらうことが
できた。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,059千円 1,502千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

特になし 2,000千円 1,529千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこと
を目的とす る。

0.26 人
非常勤
特別職

10件 13件

目標達成済10件 15件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,206千円 臨時職員

①０件

②１４件

③７件

H30年度目標 H30実績

先進事例を積極的に調査・研究し、他所
属にも情報提供する等して、より多くの職
員に当該事業を活用してもらう。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.36 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H25～ 3,017千円 臨時職員 10件

無 無

無 無

有 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜
良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長
鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

個人情報保護制度推
進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

個人情報開示請求は年間４０件か
ら５０件台で推移しているなか、不
服申立は生じておらず、目標は達
成されている。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情
報保護制度に関する研修のほか
内部講師による研修を併せて実施
するなどして、知識の習得と意識
の向上を図っている。

H30年度に改善した点

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

マイナンバー制度に伴う特定個人情報の
適正な管理を推進するための点検・監査
の実施時期や、監査計画の見直しを行っ
た。
また、職員向けの庁内新聞では時機を得
たテーマとするとともに定期的に発行し
た。H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 619千円 188千円

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条例施行規則、所沢市
情報公開・個人情報保護審議会条例、所沢市特定個人情報の安全管理
に係る基本方針、所沢市特定個人情報の保護に関する取扱規程

641千円 157千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人
の権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推
進を目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知
を図っている。

1.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 0% 0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0%

0%

目標達成済み0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,964千円 臨時職員 0.00 人

①57件

②990件

H30年度目標 H30実績

　個人情報保護に関する研修・啓発により
職員の資質向上を図るとともに、特定個
人情報取扱点検・監査等を実施すること
で、適正管理を推進する。期間 1.16 人

非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成13年度～ 9,721千円 臨時職員 0.00 人

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H30予算現額

19,091千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

概ね説明のわかりやすさには、満
足していただいている。今後も市民
に対し分かり易く丁寧な説明を心
がけ、さらに迅速かつ正確な窓口
サービスに努めていく。

H30年度に改善した点

窓口サービスアンケートの設問「説明のわかりや
すさ」について「とてもわかりやすかった」と「わか
りやすかった」に回答した割合。

お子さん連れの来所向けに幼児本をカウ
ンターに設置した。昨年に引き続き、月に
１回職員研修を行い知識の向上に努め
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢な来所者が多いため、積極的に声掛
けをし来所要件を的確に把握し迅速に丁
寧な対応に努る。
取扱い業務が多様化しているため、様々
な事務に対応できるよう情報収集し分かり
やすい説明を心掛けたい。

 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,788千円 2,635千円

①事務取扱件数

②１日当たりの平均来庁者数

③

窓口サービスにおける説明のわかりやすさH30決算額（見込み）

地方自治法・所沢市まちづくりセンター条例・所沢市
まちづくりセンター条例施行規則

3,006千円 2,797千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性
を図り、地方自治法155条第1項における「市長の権限に属する
事務の分掌」による「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、
次のとおり。①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明
書の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明
書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・記録・交付⑤学齢児童・
生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受付・母子手帳の交付⑦
国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事
務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等の収
納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫
その他市長の指示した事務

2.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 85.0% 91.0%

目標達成済

臨時職員 0.70 人

①26,465件

②75.3人

③

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

86.0% 87.0%

86.0%

期間 2.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

Ｓ25年度～ 18,855千円 臨時職員 1.40 人

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等の交付。
住所異動の手続きに関する事。
マイナンバーに関する事務
市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、
介護保険料、後期高齢者医療保険料等の受領、各種税
証明の発行。
その他、各課からの依頼に基づいて各種文書の取次ぎ。
市政全体にわたる住民からの意見・要望等に相談対応、
担当課への連絡・説明。

1.19 人

H30正規職員
人件費

S25年度～

H29決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標を達成出来なかっ
た事から総合評価は「B]であるが、
項目を設定した事で、業務の得手
不得手の「みえる化」が出来、今後
の業務改善につながることが期待
できるため。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・施行規則 3,497千円

H30年度に改善した点

まちづくりセンター窓口業務で必要なスキルを５
つの分野２５項目定め、自己評価したものをリー
ダーが再度評価する。

前年度までの評価指標が100％達成した
ため、新たな指標となる「窓口対応充実
度」を作成するため、グループ員から必要
とするスキルの項目をあげてもらい、25項
目のアンケートを作成した事。

　H29年度までの評価指標としていた「窓口対応満足
度」が100％に達したため、今年度から新たな評価指
標として「窓口対応充実度」を採用する事となったが、
評価をしてみて個々の達成度に大きな開きがある事が
分かった。
　業務が達成度を２５項目設定した事で、個々のスキ
ル不足を認識しやすくなり、翌年度以降の目標を設定
しやすくなると考えられるが、職員の異動があり窓口業
務を始めて担当する職員が加わる事で、グループ全体
の達成度は低くなる事が想定される。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

達成度について個々の開きがかなり大き
かったので、その結果を個々がしっかりと
受け止め業務改善につなげるようにする
事が大切である。

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,641千円 2,343千円

①年間市民課取扱件数

②市税納入件数

③医療費等申請件数

窓口対応充実度
※29年度までは「窓口対応満足度」であったが
実績が１００%となった事から３０年度から「窓口
対応充実度」へ指標を変更

根拠法令

1,973千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 93.0% 100.0%

10,097千円 臨時職員 0.90 人

①5,920

②2,150

③2,434

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

85.0% 77.0%

80.0%

期間 0.91 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

7,626千円 臨時職員 1.10 人

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

満足度は目標値に達成しているも
のの、本庁において複数課に渡り
手続きが必要な届出があった場合
には、時間を要している。
窓口担当職員の職員間の情報知
識を共有し、市民に迅速かつ正確
にサービスを提供できるようにす
る。

H30年度に改善した点

①諸証明発行件数

②各課からの事務取扱件数

③

住民満足度

アンケート調査における満足度で「良い」と回答を
得た件数÷アンケート回答数×１００
（Ｈ３０．９．１８～Ｈ３０．９．２１アンケートを実施。
回答数２１件中１９件が「良い」と受領した。）

マイナンバーカードに係る事務手続きに関
係した申請用紙等の整理。及び、マイナン
バーカード保持者の異動に関係したマ
ニュアル等をまとめ、事務処理がスムーズ
に行われるようにした。

H29年度目標 H29実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,362千円 6,041千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同施行規則 7,593千円 6,473千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

　市で行う事務を本庁舎以外の各地区で行うことに
より、地域住民の利便性と福祉の向上を図る。
　住民基本台帳法に基づく届出、印鑑登録の受付・
記録・証明書の交付。戸籍に係る証明書の交付。国
民健康保険及び国民年金の加入・喪失手続き。市
税及び税外収入等の受領、税証明の発行。各課か
らの依頼に基づく各種文書の取次ぎ。その他、市政
全般にわたる住民からの意見・要望等の相談対応、
担当課への連絡説明。

4.15 人
非常勤
特別職

90.0% 90.0%

目標達成済み90.0% 90.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

35,213千円 臨時職員 2.75 人

①２０，５８７件

②１，８５１件

③

H30年度目標 H30実績

職員間で知識を共有し、正確な窓口業務
の徹底に努め、サービスの向上を図って
いく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 4.30 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和25年度～ 36,034千円 臨時職員 2.75 人 90.0%

無 無

無 無

無 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

項目名

■ ■ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷　秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　橋本
浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

一般窓口事務

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は、前年度度と
比較し上昇しており、今年度につい
ては、ほぼ達成されている。
今後100％の満足度を目指し、さら
なる向上に努める。

H30年度に改善した点

窓口サービス満足度アンケート
窓口業務においては、適確・迅速な対応が求め
られるが、それだけにとどまらず利用者満足度の
向上を目指す。

・順番待ちの番号札が申請用紙に隠れてわか
りづらかったため、大きさを工夫しを見やすく改
善した。
・マイナンバーカードの手続は暗証番号など個
人情報処理が多く、狭い待合室での手続きに
苦慮していたため、立看板をリメイクし、個室空
間を作りプライバシー配慮を行った。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,761千円 2,485千円 ①1日当たりの各種証明書交付・税
金等収納・各種手続き及び取次件
数

②窓口アンケート回収件数

③窓口アンケート「とてもよい」「よ
い」の件数

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、及び施行規則 2,798千円 2,563千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

住民票、印鑑証明、住所異動届、マイナンバーカー
ド交付事務。市税等の収納、諸証明の発行。国民健
康保険、国民年金の加入・喪失手続き。　子ども医
療や重度心身障害児等、医療交付申請の受領等。
その他、各課からの依頼に基づく各種文書の取次ぎ
や住民からの多様な相談窓口。

3.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 95.0% 90.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

94.0%

95.0%

ほぼ目標値に達しており、アンケート内の要望に
ついても、可能な限り改善した。

95.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

30,970千円 臨時職員 1.00 人

①105

②200

③189

H30年度目標 H30実績
地域の拠点であるまちづくりセンターは、
高齢者の利用率が高いため、高齢者に配
慮した対応を心掛ける。
・待合室の椅子の改善。
・高齢者を立たせず職員が出向く。
・公民館側の着座式カウンターを利用。

期間 3.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S25年～ 29,330千円 臨時職員 1.00 人

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H30予算現額

22,061千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標値に向け一定の成果が挙げら
れていると考えられる。今後も目標
達成を目指し、迅速で親切丁寧な
対応、住民の利便性の向上に繋が
るよう努めてく。

H30年度に改善した点

窓口サービス満足度のアンケートを実施し、総合
評価で「良い」の割合。

窓口に特化した掲示板を活用し、マイナン
バーカードの申請方法手続きなど、窓口
で取り扱う業務案内をわかりやすく解説し
た。マイナンバーカードタブレット申請にお
いて、公民館講座などでチラシを配架し、
独自の普及活動に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者の窓口対応に時間を要するが、可
能な限り要望に応えていく。今後も行政
サービスの提供に関し市政の窓口として
業務を進め、親切丁寧な対応を行う。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,159千円 1,799千円

①年間市民課取扱件数

②各課からの手続き事件件数

住民満足度H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

2,035千円 1,743千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

　マイナンバーカード交付、住民票や印鑑証明書な
どの各種証明書の交付、各種届出の受付等の行政
サービスの提供に関することで市政の窓口となるこ
とを目的とする。

2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 89%

目標値には未達成であるが、住民満足度は一定
の成果は挙げられた。今後も目標値の達成を目
指し、利用者に満足いただけるよう、迅速、丁寧
な対応を心掛ける。

臨時職員 0.90 人

①6,494

②16,061

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

95% 90.0%

95.0%

期間 2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成23年度～ 21,788千円 臨時職員 0.90 人

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

・住民票、印鑑証明、戸籍謄抄本等の証明発行
・住所異動届、印鑑登録申請の受付。マイナンバーカード
の交付、通知カード各種届出
・市税の収納、国民健康保険税、介護保険料等税外収入
の収納、税証明の発行
・国民健康保険、国民年金の加入喪失の届出受付
・母子手帳交付、ところバス乗車証交付
・各課からの依頼文書の取次ぎ。担当課への連絡

2.79 人

H30正規職員
人件費

S30年度～

H29決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

まちづくりセンターにおける窓口事
務は広範囲にわたる本庁各課の
業務を行い市民の利便性の向上を
図っていて、本庁とともに改善、効
率化を進めていく必要があるため。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、同施行規則 3,940千円

H30年度に改善した点

窓口事務の内容及び性質に基づき目標を設定
し、数値は前年度実績を根拠にした。 掲示物、配布物等の表示方法、設置場所

等を改善し、利便性の向上に努めた。

各種証明書の発行枚数及び市税等の収納件数
が予測よりも少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

迅速で正確適切な要件把握と事務処理を
行うこと。そのためグループ各員の知識、
経験、理解度のスキルアップと情報の共
有化を図る。また、他のグループ職員との
連携協力を進めていく。

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,046千円 1,999千円

①市民課事務及び関係各課事
務並びにそれにともなう電話相
談等の取扱事務
②
③

事務の正確性、迅速性を基礎にした来庁者の満
足度

根拠法令

3,648千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

57,000 55,925

23,673千円 臨時職員 1.00 人
①市民課事務及び関係各課事
務の届出・申請受付件数、取次
件数、収納件数、電話相談等取
扱件数の総件数
②
③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

56,000 54,300

55,000

期間 2.22 人
非常勤
特別職

R元年度目標

18,604千円 臨時職員 2.00 人

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

窓口利用者への満足度を計るアン
ケートは実施していないが、トラブ
ルはなく、概ね良好に行われてい
る。

H30年度に改善した点

①諸証明交付事務・収納等

②電話相談対応

利用者満足度（利用者アンケート）
窓口サービスにおいて、丁寧で分かりやすい説
明や正確・迅速な対応による利用者の満足度の
向上が必要である。

再任用職員２名が年度末に退職となった
ため、次年度の事務に支障を来さないよう
計画的に事務の引継ぎを行った。また、補
充人員への教育を速やかに実施できるよ
う、マニュアル等の整備を行った。

H29年度目標 H29実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,859千円 1,646千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

1,860千円 1,641千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住民の利便性
を図り、地方自治法155条第1項における「市長の権限に属する
事務の分掌」による「住民の福祉の増進」を目的とする。内容は、
次のとおり。①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明
書の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍に係る証明
書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・記録・交付⑤学齢児童・
生徒の転入学の受付⑥妊娠届出書の受付・母子手帳の交付⑦
国民健康保険被保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事
務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市税等の収
納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバーカードに関する事務⑫
その他市長の指示した事務

3.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 90.0% 未実施

概ね達成（窓口における苦情の発生が無かった
ため）

80.0% 未実施

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32,667千円 臨時職員 1.00 人

①21,488件

②1,200件

H30年度目標 H30実績
補充人員の早期の戦力化が喫緊の課題とな
る。新人用のマニュアル整備や効果的な指導
を心掛けることで、事務処理能力の維持・向上
に努める。
また、市民の満足度を調査するため、令和元
年中に窓口サービスグループ利用者アンケー
トを実施する予定。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 3.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S３０年度～ 31,844千円 臨時職員 1.00 人 80.0%

無 無

無 無

無 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの
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項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

□ □ ■

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　大野　義彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

一般窓口事務

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値を達成できず、大幅
に改善はできてはいないものの、実績
は横ばいを保っている。
年間を通しての窓口混雑に加えて、
年々増加する各課からの依頼事務に
ついて充分な研修時間を取れないまま
受付対応しており、正確性を保つため
にも慎重に受付せざるをえない。現状
の職員数・体制では混雑解消が見込
めないため、今後は市民の利便性との
兼ね合いをとりながら受付処理の簡略
化・効率化を担当課へ働きかける等に
よって窓口混雑の緩和を検討していく。

H30年度に改善した点

利用者の満足度割合
窓口アンケートによる調査結果
※「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００

混雑する受付カウンターで来所者同士のプライバ
シーを保てるよう、可動式の仕切りを設置した。ま
た、来所者を順番に対応し横入りを防ぐため、番号
札の案内増設やフロア床面にテープを貼って区割り
する等の改善を行った。
近隣のまちづくりセンター（サービスコーナー）の案内
地図を待合席付近に配架し、案内に努めた。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,779千円 1,986千円

①諸証明等交付・収納・取次事
務（市民課等各種手続）

②市民からの電話相談・問い合
わせ対応等

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 2,824千円 2,252千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

地域住民の利便性を図るため、住民票・印鑑証明書・戸籍謄抄
本等及び所得証明書・納税証明書等の発行業務を行っているほ
か、住民異動の受付や入力、印鑑登録の受付・入力、マイナン
バーカード受付・交付、国民健康保険及び国民年金の加入・喪失
手続き、母子健康手帳の交付、子ども医療制度や後期高齢者医
療制度等に関わる申請書の受領、ところバスの乗車証の受付・
交付等その他、各種市税・料金の収納事務も行っている。また、
利用者に対するサービス拡充のため、試行で毎月第２・第４土曜
日の午前８時３０分～午後０時３０分まで「休日開庁」として概ね
平日同様の業務を行っている。

3.80 人
非常勤
特別職

100.0% 86.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

86.8%

100.0%

未達成の理由：窓口の混雑、待ち時間の増加等
分析：各課からの依頼事務の増加、受付や関連
機器の操作が複雑な手続きの件数増加、休日開
庁に伴う平日の振替取得などが窓口の混雑や待
ち時間の増加を招いている。分かりやすく丁寧な
案内や、近隣のまちづくりセンター（サービスコー
ナー）の案内を心掛けていることから、実績は辛
うじて横ばいを保てていると考えられる。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

32,243千円 臨時職員 0.80 人

①43,218

②3,000

H30年度目標 H30実績
当センターは立地条件の良さから複合施設（図書館・児童館
を含む）全体の来館者数が年々増加している。証明発行・届
出窓口（窓口サービス）・コミュニティ窓口（公民館を含む）と
もに窓口取扱い件数が他館と比し顕著に多く、現在の職員
数では対応が難しくなっている。また、窓口アンケートによる
と、自宅近くのまちづくりセンターの所在地を知らない方が多
い。窓口の混雑緩和のためにも、市内各地区のまちづくりセ
ンターの情報発信に引き続き務める。

期間 3.80 人
非常勤
特別職

R元年度目標

昭和４７～ 31,844千円 臨時職員 1.00 人

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

根拠法令 H30予算現額

24,607千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

今後も本庁との連携を密に行いな
がら、職員間の情報共有を常に行
い、迅速・的確・丁寧な対応に取り
組んでいく。

H30年度に改善した点

「とてもよい」及び「よい」と回答を得た件数÷アン
ケート回答件数×１００
※H29年度、H30年度未実施

倉庫に保管してある年々増加していくマ
ニュアル、パンフレット等を他課のリサイク
ル本棚を譲り受け、わかりやすく整理・整
頓した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

昨年、未実施の利用者アンケートを実施
し、「身近なまちセン」として利用者の満足
度向上に努める。
また、本庁との連携を密に行うと共に、職
員間の情報共有を図りながら、窓口業務
の更なる市民サービスの向上に努める。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,456千円 2,314千円

①諸証明等交付・収納・取次事
務(市民課等各課手続)

②住民からの各種相談等の受
付件数

住民満足度H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則 2,349千円 2,208千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本の交
付、マイナンバーに関する事務、市税の収納等の事
務手続きや各課からの依頼に基づく各種文書の取
り次ぎを行うと共に、住民からの多様な相談窓口と
なって地域住民の利便性を図る。地域コミュニティの
醸成のため地域の自主的な活動の支援を行う。

2.90 人
非常勤
特別職

－ －

利用者アンケート未実施のため。

臨時職員 1.00 人

①18,625件

②1,000件

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

－ －

100.0%

期間 3.00 人
非常勤
特別職

R元年度目標

Ｓ６２年度～ 25,140千円 臨時職員 1.00 人

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

住所異動の届出・印鑑登録関係の受付、住民票・印
鑑証明書・戸籍謄抄本等の交付、市税等の収納と
証明書の発行に加え、平成２８年度からは、個人番
号カードの交付及び変更事務が開始されるなど、
様々な窓口サービスに取り組んでいく。また、各課
からの依頼に基づく文書の取次を行うとともに住民
からの多様な相談窓口となって地域住民のニーズ
に対応していく。

3.75 人

H30正規職員
人件費

昭和 ６２ ～

H29決算額 指標名

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

前年度に比べ、市民満足度が大幅
に上がったのは、職員の意識改革
によるものと思われる。来所者の
ニーズに迅速・適格・丁寧に応える
姿勢を継続できるよう努めていきた
い。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 7,849千円

H30年度に改善した点

窓口アンケートの総合評価において「良い」「や
や良い」と回答を得た割合を実績とし、前年度実
績を今年度の目標値とした。

従来「その手続きは本庁へ」と断っていた
業務を可能な限り担当課へ確認したり、来
所者のニーズに最大限応えられるように
改善した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

来所者が気軽に再訪できるセンターを目
指し、職員全員が常に市民目線で超親切
な市民対応を心掛ける。
また、職員同士のコミュニケーションを密
にし、常に連携できる環境をつくる。

有 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,773千円 7,635千円

①窓口事務取次件数

②

③

アンケート調査による窓口サービスの市民満足
度

根拠法令

7,710千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 84.0% 81.0%

31,819千円 臨時職員 0.00 人

①18,668件

②

③

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

84.0% 92.0%

92.0%

期間 3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

31,425千円 臨時職員 0.00 人

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

一般窓口事務

目標設定の考え方・根拠

A

７年目を迎え少しづつ市民の方に
利用され、受付件数の増加が見込
まれた。今後も地域に根差した窓
口業務を目指し、市民サービスを
図る。

H30年度に改善した点

①市民課・税関係各種証明書
受付件数
②ところバス・交通共済等各課
申請受付件数
③窓口・電話での問い合わせ件
数

窓口受付件数
現状の受付件数を落とすことなく件数の増加を図
る。

まちづくりセンターだよりに取扱い業務の
掲載や公民館主催事業での広報活動及
び来館者に告知を行い、地域住民に情報
提供を行った。

H29年度目標 H29実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,832千円 3,681千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

3,916千円 3,753千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等、税
証明書の発行及び各課からの事務依頼等また住民
からの多様な相談窓口として地域住民の利便性を
図る。

1.84 人
非常勤
特別職

3000件 3961件

目標達成済3000件 4066件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

15,612千円 臨時職員 1.90 人

①2,233件

②854件

③979件

H30年度目標 H30実績

市民に対する窓口対応を分かりやすく、迅
速かつ正確にできるようにし、また業務内
容の情報提供の方法を工夫していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 1.84 人
非常勤
特別職

R元年度目標

H２４年度～ 15,419千円 臨時職員 1.90 人 3500件

無 無

無 無

無 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

第８章　行財政運営  第１節　行政経営

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員担当参事　高橋　国弘

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

ダイアプラン推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

圏域内での交流については継続的
な成果が得られている。
今後は、日高市を含めた５市にお
いて、さらなる交流の活性化を目
指し、取り組みを進めていく。

H30年度に改善した点

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。

協議会設立３０周年事業として、圏域PR
動画の製作や記念式典の開催などを実施
した。

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 740千円 689千円

①相互利用施設数

②相互利用施設使用者数

指標名

H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし 730千円 716千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市（平成31
年4月より加入）で組織する埼玉県西部地域まちづく
り協議会（ダイアプラン）について、構成市の連携・
交流を深め、広域的な行政課題への取組みを推進
する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利
用や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏
域住民の利便性や交流を図る。また、イベント等に
より構成各市の連携を促進する。

0.34 人
非常勤
特別職

509,000人 590,411人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

578,939人

550,000人

目標達成済510,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,885千円 臨時職員

①81施設

②500,838人

H30年度目標 H30実績

圏域PR動画を活用するなどし、日高市を
含めた圏域住民へ、公共施設の相互利用
の周知や、圏域のさらなる活性化に取り
組む。期間 0.44 人

非常勤
特別職

R元年度目標

S63年度～ 3,687千円 臨時職員

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

職員採用事務

根拠法令 H30予算現額

12,303千円

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

人手不足などにより、採用する企
業等の立場としては非常に厳しい
状況が続いている中、前年度より
実績を上げることができ、H30年度
の目標は概ね達成できた。
受験者数の多くを占める事務職に
おいては、ハルサイ・アキサイとも
に微増し、特に、民間企業等経験
者枠では大幅に増加した。今後も、
人手不足等により売り手市場の状
況は続くものと予想されるが、所沢
市で働く魅力等を発信し、他の職
種・職場との差別化を図ることで選
ばれる採用活動に力を入れてい
く。

H30年度に改善した点

所沢市が必要とする人材を確保することが目的
となっていることから、より良い人材を確保すると
いう観点から１次試験の受験者数を指標とした。

説明会のメインとなる合同説明会におい
て、新たに「先輩職員のメッセージ」を冊子
として配布することで働く職員の声をより
多くの志望者に発信した。また、キャッチコ
ピーを設け、受験案内を手に取った人、ま
た、ポスター見た人などの印象に残るPR
を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

職員採用事務においては、年々売り手市場の
状況が厳しいなっていく中、受験者確保のため
の業務負担が大きくなっている状況にある。ま
た、申込後や選考途中、合格後の辞退が近年
増加傾向にあり、辞退者の抑制・防止が課題
である。事務負担の軽減を図りつつ、より効果
的な情報発信に努めていく必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,452千円 2,630千円

①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

採用試験受験者数H30決算額（見込み）

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則 2,979千円 2,617千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、
所沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市
民・団体・事業者と協働してまちづくりを推進するた
めに、人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確
保する事を目的としている。

1.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 600人 557人 全国的に企業等の人手不足が深刻化する中、就
職活動においては売り手市場の状況である。就
職先の選択肢が増えている中、申込み後や選考
途中、合格後の辞退が増えており、申込者数の
増加が、受験者数の伸びにつながらない状況が
続いている。目標値には及ばなかったが、他の
業種・職場との差別化など積極的な周知を行っ
たことなどから、前年度より多くの受験者を確保
することはできた。

臨時職員 0.00 人

①829人

②585人

③74人

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

600人 585人

600人

期間 1.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

～ 12,989千円 臨時職員 0.00 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

市民のために創意工夫し自ら考え動き組織にとって
有用な人材を育成・支援することを目的に「人材育
成基本方針」・「職員研修計画」に則り、職員研修を
実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修
ほか自己啓発支援など

1.90 人

H30正規職員
人件費

～

H29決算額 指標名

職員研修事業

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を達成しており、一定の成
果が挙げられていると考えるが、
今後ますます変化が厳しくなる社
会情勢に対応できる職員を育成す
るためにも、効果的な研修を継続し
て実施するとともに積極的に周知
を図り、受講率向上を目指したい。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

地方公務員法第39条 7,534千円

H30年度に改善した点

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がる
ものと考えるため、研修の受講率を指標としてい
る。

①新採職員の実務能力の向上とメンタル
不調の早期発見・支援を目的とした研修
を新設した。（新規採用職員フォローアッ
プ研修）
②組織的な課題である「業務効率アップ」
に役立つ研修を企画・実施した。（PC時
短、管理職のﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修等）

目標達成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

時代変化に対応した研修を行うため、随
時改善に向けた見直しを行う。

有 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,815千円 7,219千円

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

職員の研修受講率根拠法令

6,897千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 75.0% 81.8%

16,122千円 臨時職員 0.00 人

①402.5

②1,768人

③121人

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

78.0% 88.4%

80.0%

期間 1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

15,922千円 臨時職員 0.00 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

こころの健康相談事
業

目標設定の考え方・根拠

A

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に
相談を受けることにより、相談者の
健康が保たれているように思われ
る。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境を整備していく
必要がある。

H30年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要が
あることから、「こころの健康相談」の年間実施回
数とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、
保健師が直接声掛けをして、普段利用し
ていない職員にも利用してもらい、事業の
周知を図った。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円 1,320千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

所沢市こころの健康相談設置要綱 1,320千円 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

根拠法令 H30予算現額

H30目標値が未達成の理由・分析

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をして
いる。

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 36回 36回

目標達成済36回 36回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,715千円 臨時職員 0.00 人

①36回

②112人

H30年度目標 H30実績

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H12年度～ 2,682千円 臨時職員 0.00 人 36回

有 無

無 無

無 無
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項目名

■ □ □

実績

評価者

職員担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

職員担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額

福利厚生委員会事務

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B

個人給付事業の縮小を図りつつ、
所属などの団体への給付を増やす
ようにシフトすることで、市民の理
解が得やすい事業運営としていく。

H30年度に改善した点

職場厚生活動交付金の申請割合
（申請所属数／全所属）

職場厚生活動交付金は、職場で主催し、概ね半
数以上の職員が参加し実施した厚生活動に対し
交付を行っていることから、申請所属数の割合を
指標とした。目標値としては、前年度を上回るこ
とを目標としたい。

事業については、現状維持にとどまってい
るが、実績を勘案しながら、より多くの職
員が利用しやすいような予算配分に努め
た。

H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,000千円 10,000千円

①職場厚生活動交付金の
　 申請割合

②職場厚生活動交付金の
　 予算執行率

指標名

福利厚生委員会は、市の部長職、職員団体の推薦
する職員で構成され、職員の保健、元気回復その他
厚生に関する事業について検討し、事業計画を決定
している。委員会での決定を受け事業を実施してい
る。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

地方公務員法第42条、所沢市職員福利厚生委員会規則 10,000千円 10,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.55 人

H30目標値が未達成の理由・分析

0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 60.0% 33.8%

申請のあった所属の数は前年度よりやや減少し
た。引き続き、交付対象となる具体的な厚生活動
の周知に努める必要がある。

70.0%

7,552千円 臨時職員

①32.7% （申請数 48所属）

②71.8%

H30年度目標 H30実績

限られた交付金の中で、公費負担の伴わ
ない、また、多くの職員が利用できる福利
厚生事業の実施に努めていく。今後につ
いても、正規職員、臨時的任用職員の区
別なく利用できる事業を検討していく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

32.7%

70.0%

期間 0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

S61年度～ 6,034千円 臨時職員 0.55 人

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

ドメインコントローラ更
新事業

根拠法令 H30予算現額

特になし

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

H29年度目標 H29実績

H30年度目標 H30実績

H30決算額（見込み）

H30年度に改善した点

各職員が正常に業務用パソコンにログインできる
よう、サーバを安定的に稼働させることを目的と
する。

総務省通知により、ネットーワークの系統
が3つに分かれたため、ドメインコントロー
ラも3つに分かれ、管理が煩雑になってい
た。これを連携することにより業務改善を
図った。また、合わせてシングルサインオ
ンシステムを活用し、ユーザのログインに
係る負担を軽減した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

人事異動時用に有効活用できる仕組みを
導入したが、今年度の人事異動時は、導
入後初対応であったため有効活用しきれ
ない部分があった。次年度以降は有効活
用できるよう努めたい。

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①アカウント管理数

②ドメイン管理数

ドメインコントローラ正常稼働率

7,712千円 6,418千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

全職員のPCアカウント等のネットワーク管理を行うド
メインコントローラの更新を行うもの。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

0千円 臨時職員 0.00 人

①3071ユーザ

②4ドメイン（情報系、基幹系、イ
ンターネット接続系、統合管理
系）

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H３０～ 2,095千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

仮想化基盤ディスク増
設事業

根拠法令 H30予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ａ

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

H30年度に改善した点

①平成30年度に追加したサー
バの数

②平成30年度に追加したサー
バを仮想化したことにより削減
できた効果（物理サーバとの比
較）

サーバ正常稼働率

各職員が支障なく仮想化基盤上で稼働している
システム（住記システム、税系システム等）を利
用できるよう、サーバを安定的に稼働させること
を目的とする。

仮想化基盤ディスクの不足容量分を追加
したことにより、システムを無事に稼働す
ることができた。

H29年度目標 H29実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

特になし 2,872千円 2,813千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

仮想化基盤は、サーバ仮想化技術により複数のシ
ステムを物理的に集約・一括管理するものであり、
現在仮想化基盤上では20以上のシステム（住記シ
ステム、税系システム等）が稼働している。
この仮想基盤について、各システムの更新やシステ
ムの新規構築等の理由によりディスク容量が不足し
たため、増設を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

目標達成済100.0% 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①24

②56,036千円

H30年度目標 H30実績

令和元年度の仮想化基盤更新に伴い、平
成30年度追加ディスクは仮想化基盤とし
て使用できなくなる。そのため、老朽化が
課題となっている画像等保存サーバ（Jド
ライブ）として転用する。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H３０～ 1,676千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

職員ストレスチェック
事業

根拠法令 H30予算現額

労働安全衛生法 1,984千円

職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケア
に取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めるこ
とで、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ
「一次予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に
基づく心理的な負担の程度を把握するための検査
（５７項目）と、その結果に基づく面接指導を実施す
る。

0.32 人

期間

2,715千円

H30正規職員
人件費

H29決算額 目標設定の考え方・根拠

A

概ね目標は達成しているが、一人
ひとりが自分の状態を把握し、セル
フケアにつなげるためにも、さらな
る周知を行い、多くの職員に受検し
てもらえるように努める。

H30年度に改善した点

受検率
（受検者数／対象者数）

ストレスチェックを受検し、その結果を見ること
で、自分の状態を把握することができ、セルフケ
アにつなげることができることから、受検率を指
標した。

調査期間中に機会があるごとに庁内のイ
ントラを利用して、受検を働きかけた。

H29年度目標

H30決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,502千円 1,366千円

①受検率

②高ストレス者の割合

指標名

1,018千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析
一
般

H29予算現額

非常勤
特別職

0.00 人 80.0% 78.4%

ストレスチェックの受検については任意である
が、検査の目的や結果の活用方法の周知や、調
査の実施時期についても検討が必要と思われ
る。

80.0% 77.5%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 0.00 人

①77.5%

②13.0%

H30年度目標 H30実績

ストレスチェックの目的や結果の活用方法
について周知を行い、受検者を増やす必
要がある。

H30その他職員
従事割合

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H28～ 3,101千円 臨時職員 0.00 人 80.0%

無 無

無 無

無 無

無 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの
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項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　菅原　聖二

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

4,956千円

当市の庁内ネットワークとインターネットを中継し、閲
覧状況の記録や監視等を行うために必要なプロキ
シサーバの更新を行う。

0.00 人

H30正規職員
人件費

H29決算額 指標名

プロキシサーバ更新
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし

H30年度に改善した点

各職員が支障なくインターネット閲覧できるよう、
サーバを安定的に稼働させることを目的とする。

プロキシサーバでは通信の内容を確認しセキュリ
ティに関するチェックを行っているが、従前のプロキ
シサーバでは暗号化通信の中身を解析することが不
可能だった。一方、近年暗号化されたWebサイトが急
増している。そこで、機器更新に伴い暗号化された通
信を解析できる仕組みを導入した。また、ロードバラ
ンサ機能により通信の負荷分散を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

暗号化通信の解析については、埼玉県が
県内市町村を対象にした仕組みを導入予
定である。所沢市では先行的に導入した
が、次期調達の際には、埼玉県の仕組み
を利用することを視野に入れて検討する
必要がある。

目標達成済

H30目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①インターネット同時接続ユー
ザ数

②プロキシサーバでのウイルス
検知件数

プロキシサーバ正常稼働率

2,953千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績

非常勤
特別職

0.00 人 - -

0千円 臨時職員 0.00 人

①900人

②0件

H30年度目標 H30実績

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H３０～

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

0千円

期間 0.25 人

H３０～

2,095千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

H30決算額（見込み）

0.74 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29決算額 指標名

地理空間情報システ
ム（公開型GIS)導入事
業

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令 H30予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市ICT推進アクションプラン
2015-2018の平成30年度進捗状況
について、A評価（適切）とB評価
（おおむね適切）と評価された事業
数は64件で、全事業数65件の
98.5％となっている。
　このため、平成30年度の取り組
みは計画どおり実施されたと考え
られる。

H30年度に改善した点

①所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018の平成29年度進捗
状況の調査・評価・検証

②次期行動計画の策定

所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018の進
捗率
（A評価事業数＋B評価事業数）
　　　　　　　　　／アクションプラン総事業数

所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018の各
事業の進捗状況評価のうち、A評価（適切）とB評
価（おおむね適切）と評価された事業数の全事業
数に対する割合を指標とする。

平成29年度の進捗状況により、9事業の
計画内容を見直した。

H29年度目標 H29実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H29決算額 指標名

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H30目標値が未達成の理由・分析

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2015-
2018」を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 98.5%

概ね目標達成
C評価（改善の余地あり）：1事業
　進捗状況からみて、実施時期に改善の余地あ
りと評価された事業が1件あったため。

100.0% 98.5%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,485千円 臨時職員 0.00 人

①平成29年度進捗状況等評価
報告書の作成

②「所沢市ICT推進アクションプ
ラン2019-2022」の策定

H30年度目標 H30実績
計画期間の各年度の取組の実施状況を
評価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイク
ルを回すことで業務システムの導入効果
を継続的に改善する。また業務システム
の導入効果を継続的に改善できるような
仕組みとしていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R元年度目標

昭和63年～ 6,201千円 臨時職員 0.10 人 100.0%

文書
行政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

例規システム運用管
理委託事業

根拠法令 H30予算現額

最優先

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

H30決算額（見込み）

特になし 2,899千円 2,899千円

システム稼働率
本事業は、職員の法規業務の効率化及び市民
への情報提供を目的としているため、安定したシ
ステムの稼働が必要である。 例規システムの操作研修会を開催し、使

用方法の周知を図った。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標 H30実績

H30目標値が未達成の理由・分析H29年度目標 H29実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,400千円 3,316千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.00 人

成果指標の目標値を達成してお
り、引き続き安定した稼働を図って
いく。

99.0%

H30年度に改善した点

①システム稼働率

②

③

データの更新に係る期間の短縮及びシス
テムの安定した稼働を図る。

100.0% 100.0%

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

本事業は、庁内での例規集の管理及び法令集の閲
覧をデータベースで行うことにより、職員の法規業務
の効率化を図るとともに、システムを通じて例規集を
インターネット上で公開することにより、市民への情
報提供を行い、行政サービスの向上につなげるもの
である。

0.34 人
非常勤
特別職

100.0%

H24～

2,885千円 臨時職員 0.00 人

①100%

②

③

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

2,179千円 臨時職員 0.00 人

目標設定の考え方・根拠

H30決算額（見込み）

特になし 5,368千円

地理空間情報システム導入により、市民
への地理情報の効率的かつ多面的な情
報提供ができるようになり、市民サービス
が向上した。また、地図および台帳を共有
することで、同種業務を行う関連部署との
業務連携を図った。

目標達成済

100.0%

H29年度目標 H29実績

H30年度目標 H30実績

75,000アクセス

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

コンテンツ数を増やし利便性を向上させ
る。また導入したばかりで存在があまり知
られていないため、システムの存在の周
知を図り、さらなる活用を目指す。

無 無Ａ

成果指標の目標値を達成してい
る。
今後は、搭載するコンテンツが増
加していくため、さらなる活用促進
を進めていく。

H30年度に改善した点

構築したデータ及びその成果について市民への
積極的な情報提供と、地図および台帳の共有化
による庁内の複数部署の業務連携等を実現する
ことを目的としているため、アクセス数を指標とす
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①コンテンツ数

②アクセス数

アクセス数根拠法令

4,094千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

- -

　インターネット上で様々な地理情報を重ね合わせ
て表示する地理空間情報システムを構築した。

2,095千円 0.00 人

臨時職員 0.00 人

①13コンテンツ

②99,579アクセス

H30その他職員
従事割合

99,579アクセス

250,000アクセス

非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

臨時職員

H30正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30予算現額

無 無

無 無

無 無
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成果
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評価
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計

有害
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有益
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項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進担当参事　市川　雅美

3,055千円

指標名

0.00 人 R元年度目標

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

H30正規職員
人件費

H29実績

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対
応を行っていく。

H30その他職員
従事割合

100.0% 90.0%

H30目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

概ね目標達成済
引き続き要望台数を配付するように対応する。

臨時職員 0.00 人

①215台

H30年度目標 H30実績

臨時職員 0.10 人 100.0%

非常勤
特別職

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,399千円 5,148千円

①パソコンの調達台数

特になし

目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね目標を達成することができた
ため。

H30年度に改善した点

パソコンの更新率
（更新台数+増設配付台数）/（更新対象台数+増
設要望台数）

更新対象端末及び各所属からの端末増設要望
をもとに、パソコンを配付するものである。

財務会計システムが使用可能となった。

H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み92.0%

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

全庁ネットワーク運用
管理事業

根拠法令 H30予算現額

特になし

H29決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

H30年度に改善した点

全庁ネットワークの正常稼働率

全庁ネットワークの安定的な運用が目的である
ため、稼働率を指標とする。目標値はネットワー
クが停止しないことを目標とするため100％とす
る。なお、天災や使用者による人災等に起因する
ネットワーク停止は除く。

セキュリティを保つために各パソコンに配
付するプログラムのうち、Windows10の配
信プログラムは特に容量が大きい。その
ため、Windows10のパソコンが多く設置さ
れている出先機関についてネットワーク回
線の増速を図ることにより、通信の安定化
を図った。H29年度目標

H30決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,043千円 19,658千円

①運用支援

②復旧所要時間

指標名

20,215千円 19,829千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管
理を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機
器、ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応な
ど、常駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を
迅速かつ的確に行う。

1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

目標達成済100.0% 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,709千円 臨時職員 0.00 人

①303回

②6.5分

H30年度目標 H30実績

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。また、システム更改の際などに
ネットワークへ負荷がかからないよう配慮
する。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

期間 1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成8年～ 9,637千円 臨時職員 0.10 人 100.0%

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

情報セキュリティ対策
推進事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

フォローアップ監査を実施した結
果、平成30年度情報セキュリティ監
査で検出された指摘事項9項目、
監査事項17項目の全てについて、
被監査部門が講じた改善・是正措
置が有効であることが確認された。

H30年度に改善した点

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の件数に対し、フォローアップ監査において改善
が確認された件数の割合を指標とする。

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円
①情報セキュリティ研修会
②平成30年度情報セキュリティ
監査
③平成29年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォロー
アップ監査

フォローアップ監査における、情報セキュリティ
監査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）
　　　　　　　　／（指摘事項件数＋観察事項件
数）

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意
識を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い
（平成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図
る。

0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 94.9%

4,921千円 臨時職員 0.00 人

①研修受講職員数289人

②監査対象7システム

③監査対象6システム

H30年度目標 H30実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成15年～ 4,190千円 臨時職員 0.10 人 100.0%

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額 H29決算額 指標名

サーバ集約化事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢市サーバ集約化事業計画に
掲げるシステムについては概ね順
調に仮想化基盤に移行することが
できた。

H30年度に改善した点

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せる
ことにより、業務の効率化が図れるため、システ
ム集約化数を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各
所属の要望等に基づき設定している。

仮想基盤ディスクの容量を効率的に活用
するため、保存データの圧縮や、システム
上の設定変更等を行い、使用可能領域を
増やした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30目標値が未達成の理由・分析

引き続き、システム更改に合わせてサー
バ仮想化を進める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,823千円 26,795千円

①平成30年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

各業務システム集約数

H29実績

6 6

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

特になし 39,904千円 39,788千円

1,927千円 臨時職員 0.00 人

①56,036千円

②243,440千円

H30年度目標

H29その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1,952千円

H29年度目標

平成25年～

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シ
ステムサーバのリース期間満了に合わせ、順次
サーバを集約化し、運用等における総経費及び電
力の削減や運用の効率化を行う。

0.23 人
非常勤
特別職

H30実績

0.00 人 2 2

4

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

H２５年度～ 1,341千円

0.16 人

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

0.36 人

期間

臨時職員 0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29決算額

5,315千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29予算現額

5,456千円

無

無 無

無 無

無 無

無
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項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

H30年度目標

100.0%

期間 5.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

個人番号カード交付
予約システム更新事
業

根拠法令 H30予算現額

平成30年度 42,738千円

0千円 臨時職員 0.00 人 H30実績

臨時職員 0.00 人

100.0%
特になし

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託契約に基づき更新を実施

H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

個人番号カード交付予約システムの委託先が指名
競争入札により変更となったことから、前委託先の
旧システムからのデータの移行作業と合わせて、運
用が正常に行えるかの整備を行う。

無 無

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

A

旧システムから新システムへのス
ムーズな移行が行われ、新システ
ムも問題なく運用できている。

H30年度に改善した点

システム更新
システムの更新率

旧システムからのデータ移行及び新システムの
正常な運用を目標とするため、更新率を指標とす
る。 特になし

H29決算額 指標名

H30決算額（見込み）

番号法、住民基本台帳法 3,402千円 3,024千円

無

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

期間 R元年度目標

H３０～ 6,285千円 臨時職員 1回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①３回

パブリックコメント手続きを経て、、一般廃
棄物処理基本計画の部分改定及び災害
廃棄物処理基本計画の策定を完了させ
る。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.75 人
非常勤
特別職

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

H30年度目標 H30実績

3回 3回

一般廃棄物処理基本
計画改定及び災害廃
棄物処理基本計画策
定事業

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第五条の七、
第六条

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

平成30年度から令和元年度にかけて、一般廃棄物
処理基本計画改訂等支援業務委託を実施し、廃棄
物減量等推進審議会での審議を経て、令和元年9月
に、一般廃棄物処理基本計画の部分改訂及び災害
廃棄物処理基本計画の策定を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0千円

事前の打ち合わせを綿密に行って、効率
よく審議会を進行した。

H30予算現額 H30決算額（見込み）

542千円 323千円

H29年度目標 H29実績

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

廃棄物減量等推進審議会での審
議を経て、計画の素案作成を完了
した。

H30年度に改善した点

0千円

①廃棄物減量等推進審議会開
催数

廃棄物減量等推進審議会開催数

廃棄物減量等推進審議会での審議内容に基づ
き、一般廃棄物処理基本計画の部分改定及び災
害廃棄物処理基本計画の策定を行うため、審議
会の開催数によって、事業の進捗を管理する。

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H29決算額 指標名

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

国民年金専門員配置
事業

根拠法令 H30予算現額

期間

免除事務は個々のケースに沿った
適切な案内が可能となり、障害年
金事務は特定の職員に業務が集
中し偏っていたところ、複数職員で
の対応により窓口での待ち時間の
減少や業務の分散化、担当間の情
報共有が図られたことによる円滑
な事務手続のご案内が可能にな
り、いずれも市民サービスの向上
につながっている。

H30年度に改善した点

①日本年金機構への進達件数
（免除）
②日本年金機構への進達件数
（障害年金）
③国民年金保険料の免除に関
する日本年金機構からの所得
照会に対する進達件数

国民年金専門員による免除・障害年金に関する
日本年金機構への進達件数

免除及び障害年金の事務に対応するために配
置しているため、それぞれの日本年金機構への
進達件数を指標とする。

障害年金相談の受付について、担当間で
情報共有を行い、窓口で受付した職員以
外でも対応ができるようにした。障害年金
事務の運用見直しがあった際も担当間で
連携を密にしながら対処した。免除事務に
ついても、グループ内で業務知識の情報
共有を行った。H29年度目標 H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

A

所沢市国民年金専門員設置要綱
所沢市国民年金専門員の勤務状況等に関する取扱要領

5,396千円 5,205千円

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

国民年金保険料の免除や障害年金業務（請求相談
の増加）の複雑化に対応するため、専門的に免除及
び障害年金業務を担う非常勤特別職を各1名ずつ国
民年金専門員として配置する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 0件 0件

20,000件 20,740件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①15,780件

②　4,423件

③　　537件

H30年度目標 H30実績

今後の課題として、障害年金事務は1日の
相談件数が集中したときの対処方がある
が、これまでどおり日頃からの連携を密に
しながら業務に支障をきたさぬよう、引き
続き市民サービスの向上に努めていく。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

平成30年度～ 1,006千円 臨時職員 0.00 人 16,000件

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

92,906千円

税・社会保障・災害対策の法令で定められた手続を
行う際の番号確認や本人確認のための身分証明書
として利用できる書類として、希望する市民に対し個
人番号カードの交付を行うものであり、運用の始まっ
ているコンビニエンスストアにおける証明書交付
サービスなど市民サービスの向上に寄与する。

5.10 人

43,274千円

H29決算額

事業の目的及び具体的な内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

指標名

個人番号カード交付
促進事業

目標設定の考え方・根拠

A

市民課だけでなく各まちづくりセン
ターを使用してのタブレット申請を
利用した申請補助を行っていること
により、個人番号カードの申請件
数は少しづつ伸びている。

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

番号法、住民基本台帳法 50,289千円

市内各まちづくりセンターの施設を使用
し、タブレット端末によるマイナンバーカー
ド申請補助を行い、申請する機会を増や
すことで、申請件数の増加に寄与した。

H29年度目標

7,998件

H30実績

国において、さらなるマイナンバーカード
普及に向けて様々な方策を検討している
ことから、その動向を見ながら、企業等へ
の訪問申請受付等申請機会の拡大を図
る。

無

H30年度に改善した点

H29実績 H30目標値が未達成の理由・分析

個人番号カード交付件数

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 90,456千円 46,721千円

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カードの交付が事業の目的となってい
るため交付件数を指標とする。

0.00 人 12,000件

平成28年1月から交付が始まり、平成28年度は
月平均2,000枚の交付実績があったが、平成30
年度は月平均650枚ほどであった。個人番号カー
ドの申請手続の煩雑さに加え、取得の利便性が
広がらないことが要因であると考える。

12,000件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員 6.00 人

①8,975件

②7,879件

③8,096件

H30年度目標

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

7,879件

期間 5.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 R元年度目標

平成27年度～ 48,855千円 臨時職員 13.00 人 12,000件

0.12 人
非常勤
特別職

2.00 人 R元年度目標

H30決算額（見込み）

無 無

有 無



環境
影響

活動実績(H30)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの
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項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

臨時職員 2,100a

2,000a 1,978a

期間 0.16 人
非常勤
特別職

R元年度目標

農地の貸借制度の情報提供の不足による。

Ｈ２７年度～ 1,341千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①1978a

②

③

H30実績

0.00 人
非常勤
特別職

1,900a

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 627千円 605千円

H30決算額（見込み）

特になし

Ｂ

利用集積は順調に進み、昨年度か
ら大幅に増加し、過去最高の利用
集積面積となったものの、目標値
にはわずかに届かなかった。

H30年度に改善した点

①農地利用集積化面積

②

③

農用地利用集積に係る利用権設定中の面積
農業委員会の持つ貸借情報と農業振興課が持
つ貸借情報を連携させ、農地の集約化を進めて
いくことを目標設定としている。

毎年度実施している農家に対する作付調
査の項目に貸借希望情報を加えること
で、より正確な情報を収集し、システムに
反映させることとした。

1,628a

引き続き、農業委員会との連携・協力がよ
り必要となってくる。

H29実績

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

643千円 605千円

事業の具体的な目的及び内容
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

H29年度目標 H30目標値が未達成の理由・分析農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H29予算現額

農地情報システム導
入事業

根拠法令 H30予算現額

　農業振興地域整備計画等に関する事務を適正か
つ迅速に行うため、平成２７年度に農地基本台帳、
地図情報を備えた農地情報システムを導入し、農地
の利用集積等を進めていく。

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別 H29予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30実績

H29決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

昨年度に比べ、システム利用回数
が増加したことにより、通知表や指
導要録の作成、転入、転出の事務
などに関して、これまで以上に効率
的に行われた。これにより、教員の
事務負担が軽減されるとともに、子
どもたちと向き合う時間が増えた。

H30年度に改善した点

H29年度目標 H29実績

教員が、どれほどシステムを活用して校務に係る
業務を行っているかを把握するために、システム
利用数（アクセス回数）を指標とする。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

校務支援システムの効果的な活用を図る
ため、通知表作成や調査書作成等の目的
を明確にした研修を実施し、教育環境の
質の向上、業務の効率化を図る。

H30目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

無 無

19,547千円 19,547千円

①小・中学校校務支援システム
利用数（アクセス回数）

①小・中学校校務支援システム利用数
（アクセス回数）

小・中学校校務支援
システム運用事業

根拠法令 H30予算現額 H30決算額（見込み）

- 19,547千円

786,788件

19,547千円

事業の具体的な内容及び目的
H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

【目的】校務に係る文書の作成や管理等をサ
ポートする校務支援システムにより、教育環境
の質の向上、業務の効率化を図る。

【内容】当システムにより、小・中学校の全児童
生徒の個人情報、成績等を基盤とした教務、生
徒指導、庶務などをサポートする。

0.47 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H28年度～ 3,520千円 臨時職員

700,000件 742,884件

3,988千円 臨時職員

700,000件

期間 0.42 人
非常勤
特別職

R元年度目標
① 786,788件

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

700,000件

有 有


